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今般の措置の概要 

 

１．金融検査マニュアル 

（１）特例措置 

本社や主な生産拠点が被災地に所在する債務者など、震災により

連絡が一時的に取れないこと等から、金融機関が実態把握を行うこ

とが一時的に困難となっている債務者を対象として、以下の措置を

講じる。 

 

   ・震災の影響について、金融機関は、金融機関及び債務者の被害状

況並びに担保物件・保証人の状況等の実態を、合理的に判断でき

る範囲内で、可能な限り自己査定に反映させる。その上で、これ

が困難な資産は以下の方法によることも妨げないこととする。 

① 実態把握が困難な債務者への貸出金等はそれまでに把握して

いる情報により査定し、その旨を「注記」。 

② 再評価・実査が困難な担保物件はそれまでに把握している担

保評価で査定し、その旨を「注記」。 

 

（２）運用の明確化措置 

被災地に限らず、震災の影響を受けている債務者を対象として、

以下の措置を講じる。 

① 震災の影響による計画停電や原材料の調達難などから財務状

況等が一時的に悪化している債務者 

・震災による赤字・延滞を「一過性」のものと判断できる場合

には債務者区分の引き下げを行わなくてもよいことを明確化。 

② その他 

・貸倒引当金の貸倒実績率等の算定に当たっては、今般の震災

の影響による貸倒等の実績は異常値として、震災の影響がな

い貸出金の貸倒実績率等に算入しなくてもよいことを明確化。 

 

２．監督指針の特例措置 

被災地に限らず、震災の影響により、直ちに経営再建計画を策定す

ることが困難な債務者 

 ① 現行、中小企業に限って貸出条件変更時の経営再建計画の策定を

最長１年間猶予しているが、この取扱を中小企業以外にも適用。併

せて、既に貸出条件変更に応じた中小企業の経営再建計画の策定猶

予期間の再延長可。 

 ② 現行、中小企業以外は経営再建計画の計画期間を概ね３年、中小

企業は原則５年としているが、合理的な期間の延長可（金融検査マ

ニュアルも併せて措置）。 
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１．金融検査マニュアル 

【特例措置】（震災により一時的に実態把握が困難な債務者） 

○ 資産査定は、決算期末日（3 月末）を基準日と
して、債務者の実態を踏まえ行う 

  ○ 震災により、実態の把握が困難な債務者への
貸出金等については、それまでに把握している
情報に基づき査定し、その旨を「注記」 

○ 担保物件の評価に当たっては、決算期末日を
基準日として、当該物件を実地に確認（実査）
する等、現況に基づく評価を行う 

  ○ 再評価・実査が困難な担保物件は、それまで
に把握している情報に基づき査定し、その旨を
「注記」 

  
【運用の明確化】（被災地に限定されず震災の影響を受けている債務者） 

○ 一般的な取扱いとして、赤字の原因が一過性のものであり、短期間に黒字化することが確実と見込まれる債務
者については正常先と判断することとしているが、今般の震災による赤字・延滞を「一過性」のものと判断でき
る場合には、債務者区分の引き下げを行わなくてもよいことを明確化。 

○ 貸倒引当金実績率の算定に当たっては、今般の震災の影響による貸倒等の実績は異常値として、震災の影響が
ない貸出金の実績率等に算入しなくてもよいことを明確化。 

 
２．監督指針の特例措置（被災地に限定されず震災の影響を受けている債務者） 

○ 中小企業に限って、条件変更時の経営再建計
画の策定を最長１年間猶予 

  ○ この取扱いを中小企業以外にも適用 

○ 既に条件変更に応じた中小企業の経営再建計
画の策定猶予期間については再延長も可 

○ 計画期間については、中小企業以外は３年、
中小企業は５年が原則 

  ○ 震災による被害を考慮した合理的な期間の延
長も可（金融検査マニュアルも併せて措置） 

 



 

平成 23 年３月 31 日 

金融庁 

 

東北地方太平洋沖地震による金融機関等の報告の提出期限等に 

係る特例措置について 

 
                            

○ 今般の東北地方太平洋沖地震の影響により、被災地にある金融機関等においては、

銀行法等に基づく報告や届出等について、提出をすることに相当の事務負担が生じる

ものと思われます。 

 

○ このため、今般の震災を踏まえた特例措置（「平成 23年東北地方太平洋沖地震による災

害についての特定非常災害及びこれに対し適用すべき措置の指定に関する政令」）により、法

令上提出期限の確定している報告・届出については、震災により本来の提出期限まで

に提出できない場合には、本年６月末までに提出することで差し支えありません。 
 （例） 

  ・中小企業金融円滑化法に基づく報告及び開示：期間経過後 45日以内 

   貸金業者の事業報告書：事業年度終了後３ヶ月以内、等 

 

○ また、法令上提出期限の確定していない報告・届出については、地震という不可抗

力により報告・届出の作成自体が行えない場合には、そのような事情が解消した後、

可及的速やかに提出することで、遅滞なく提出したものと取扱われることとなります。
 （例） 

  ・銀行等の営業所の臨時休業届、営業所の位置変更届、営業所の設置届、等 

 

○ 上記の特例措置以外の対応としても、銀行法第 24 条等に基づく個別の報告について

は、被災金融機関等(※)における業務の実情等を十分に踏まえ、提出期限を延期する

旨を検討し、早急に結論を得て個別の金融機関等に対して連絡します。 
（※）被災地（岩手県、宮城県、福島県等）に本店・本社を置く銀行、信用金庫、信用組合、

労働金庫、信農連、信漁連、少額短期保険業者、貸金業者などを対象とします。 

 （例） 

  ・銀行法第 24 条に基づく報告（日計表、決算状況表、オフサイトモニタリング関係資料等）、等

    

○ さらに、当局の承認を受けて提出期限の延長をすることができる報告書等について

は、被災金融機関等からの申請があれば、迅速かつ適切に対応します。 
 （例） 

 ・期限延長が可能な報告書等：銀行等の業務報告書の提出(事業年度経過後３ヶ月以内)、貸借対

照表の公告(事業年度経過後３ヶ月以内)、等 

 

○  なお、今般の震災により、被災金融機関等が定款所定の時期に定時株主総会、通常

総会又は総代会を開催することができないとしても、事業年度終了後一定の時期に開

催すれば足り、その時期が定款所定の時期より後になったとしても、定款に違反する

ことにはならないと解されます。法務省のホームページにおいても、同様の趣旨の内

容が発表されています。 
（参考リンク）定時株主総会の開催時期について（法務省ウェブサイト） 

（http://www.moj.go.jp/hisho/kouhou/saigai0011.html） 
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（参考リンク） 
東北地方太平洋沖地震による金融機関等の報告の提出期限等に係る特例措置について 

（平成 23年 3月 31 日）（東北財務局へリンク） 

 

 

（参考）特定非常災害特別措置法及び関係政令の規定 
東北地方太平洋沖地震は、特定非常災害特別措置法第 2 条第 1 項に規定する特定非常災

害に指定されました（「平成 23 年東北地方太平洋沖地震による災害についての特定非常災

害及びこれに対し適用すべき措置の指定に関する政令」（平成23年3月 13日公布・施行））。 

この政令により、「中小企業者等に対する金融の円滑化を図るための臨時措置に関する

法律」（中小企業金融円滑化法）に基づく報告など、提出期限の確定している報告書につ

いては、地震により本来の履行期限までに履行されなかった場合であっても、一定期限（平

成 23 年 6月 30 日まで）に履行された場合には、行政上及び刑事上の責任を問われないこ

ととなります。 

 

お問い合わせ先 

金融庁 Tel 03-3506-6000(代表) 

〔地域銀行〕 

監督局銀行第二課（内線 3759） 

〔協同組織金融機関〕 

監督局総務課協同組織金融室（内線 3378） 

〔貸金業者等〕 

監督局総務課金融会社室（内線 2750） 

〔少額短期保険業者〕 

監督局保険課（内線 2655） 
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平成 23 年４月 28 日  

金融庁 

 

 

「保険業法施行規則第七十三条第一項第二号の規定に基づき、平成二

十三年三月三十一日を末日とする事業年度に係る支払備金として積み立

てる金額の特例を定める件」（特例告示）の公表について 

 
保険会社等は、決算において既に発生した保険事故から生じる将来の損失を見積り、

支払備金（IBNR）を積み立てることとされています（保険業法施行規則第 73 条第１

項第２号）。 

今般、東日本大震災の影響により、生命保険会社及び外国生命保険会社等（以下、

「生命保険会社等」という。）の平成 23 年３月決算において、当該震災に係る保険金

等の支払のために支払備金（IBNR）を積み立てることができるよう、別紙のとおり

特例告示を公布し、本日より適用いたします。本件の特例告示の具体的な内容につい

ては、（別紙）をご参照下さい。 

 

なお、本件につきましては、行政手続法第 39 条第４項第１号で定める「公益上、

緊急に命令等を定める必要があるため、手続を実施することが困難であるとき」に該

当することから、同法に定める意見募集手続は実施していません。 

 

 

お問い合わせ先 

金融庁 Tel 03-3506-6000（代表） 

監督局保険課 

（内線 3770） 

 

（別紙）保険業法施行規則（平成八年大蔵省令第五号）第七十三条第一項第二号の規

定に基づき、平成二十三年三月三十一日を末日とする事業年度に係る支払備金

として積み立てる金額の特例を定める件 
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金融機能強化法等の改正に係る説明資料

金 融 庁

資料５－１－１
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金融機能強化法（平成20年12月17日に改正法を施行）

金融機能強化法の概要

政府保証枠：12兆円
実績：13金融機関に対して3,495億円（改正後は11金融機関に対して3,090億円）

【目的】金融機能の強化を通じて地域における経済の活性化が図られるよう、金融機関に対して国が資本参加

【申請】 （※申請期限：平成24年3月末）

（下記を記載した経営強化計画を策定・提出）

①計画期間（３年以内）

②収益性・効率性等の目標、目標達成のための方策

③従前の経営体制の見直し等責任ある経営体制の確立

④中小規模の事業者に対する信用供与の円滑化等地域

経済の活性化に資する方策

⑤株式等の引受け等の額、内容

【審査】

下記の基準を満たす場合に国が資本参加

①収益性・効率性等の向上が見込まれること

②地域における中小規模の事業者に対する金融の円滑

化等が見込まれること
③公的資金の回収が困難でないこと

④適切な資産査定がなされていること

⑤破綻金融機関や債務超過の金融機関でないこと

⑥協同組織金融機関等について、一定の地域シェア等

【事後チェック】①金融機関が半期ごとに当局に対し計画の履行状況を報告
②当局が履行状況報告を公表、フォローアップ（必要に応じ監督上の措置を講じる）
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（平成23年3月末現在）

単位：億円

金融機関名 資本参加の時期 種類 資本参加額

紀陽銀行 18年11月 優先株式 315

豊和銀行 18年12月 優先株式 90

北洋銀行 21年 ３月 優先株式 1,000

福邦銀行 21年 ３月 優先株式 60

南日本銀行 21年 ３月 優先株式 150

みちのく銀行 21年 ９月 優先株式 200

きらやか銀行 21年 ９月 優先株式 200

第三銀行 21年 ９月 優先株式 300

山梨県民信用組合 21年 ９月 信託受益権 450

東和銀行 21年12月 優先株式 350

高知銀行 21年12月 優先株式 150

北都銀行 22年 ３月 優先株式 100

宮崎太陽銀行 22年 ３月 優先株式 130

3,495

金融機能強化法に基づく資本参加の実施状況

（注） 紀陽銀行及び北都銀行については、それぞれ紀陽ホールディングス及びフィデアホールディングスが発行する優先株式の引受けによる。
　　　 山梨県民信用組合（全国信用協同組合連合会）については、信託受益権の買取りによる。

旧
法

改
正
法

　　　　合　計

（参考）
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(1) 一般的特例（全金融機関）

① 経営強化計画の策定において、

－ 経営責任は求めない

－ 収益性・効率性に関する目標設定を求めない 等の弾力化

② 資本参加コストを平時に求められる水準よりも引き下げる。併せて、幅広い選択肢が可能となるよう、資

本参加の手段を多様化する。

(2) 協同組織金融機関向け特例（信用金庫、信用組合等）

① 自ら被災又は被災者への貸付を相当程度有し、今後の財務が必ずしも見通し難い面がある協同組織

金融機関に対し、国と中央機関が、共同して資本参加。

② 対象機関は、中央機関と経営指導契約を締結。仮に、将来、参加資本の償還の見通しが立たない場合

には、事業再構築とともに参加資本の整理を行う。その財源には、預金保険の資金等を活用する。

(3) 申請期限を延長する（現行平成24年３月末→平成29年３月末）。

（注）根抵当権の譲渡等に係る特例措置等を定める組織再編成特別措置法の申請期限も同じ期間延長する。

東日本大震災に対処するための金融機能強化法等の改正の概要
東日本大震災に対処して金融機関等の経営基盤の充実を図るための金融機能の強化のための特別措置に関する法律及び

金融機関等の組織再編成の促進に関する特別措置法の一部を改正する法律案

○ 東日本大震災により金融機能に様々な影響が懸念される中、予め、広域にわたる被災地域において

面的に金融機能を維持・強化するとともに、預金者に安心感を与える枠組みを設けることが、地域経済

の復興を図るうえで不可欠。このため、国の資本参加を通じて、金融機関の金融仲介機能を強化する枠

組みである金融機能強化法に震災の特例を設けることとしたい。

１．基本的考え方

２．主な改正事項
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貸金業法施行規則の一部を改正する内閣府令の概要 
 

１．趣旨 

 

今般の震災の被災者が、貸金業者から、返済能力を超えない借入れを行おうとす

る場合に、例えば特定の書面を用意できないなど、法令に定める手続き等が問題と

なって、本来なら借りることができる資金を借りられないという不都合が生ずるお

それがあれば、これを取り除く必要があることから、貸金業法施行規則の一部を改

正するもの。 

 

２．府令改正の概要 

 

（１）総量規制の例外とされている「社会通念上緊急に必要と認められる費用」の

借入手続等の弾力化 

（貸金業法施行規則第 10 条の 23 第 1項第 2号の 2、第 10 条の 28 第 1項第 1

号、附則第 2項） 

 

総量規制に抵触する顧客が、「社会通念上緊急に必要と認められる費用」のた

めに例外借入れ(貸金業法施行規則第 10 条の 23 第 1 項第 2 号の 2)を行う場合

について、被災者に係る以下の特例を設ける。 

◎ 貸金業者に対する領収書等の提出が必要とされているが、当面の生活費

等の様々な支出に充てる場合に配慮し、これを不要とする。 

◎ 返済期間が「三月を超えないこと」が要件とされているが、被災者の置

かれた状況に配慮し、「六月を超えないこと」とする。 

 

（２）総量規制の例外とされている個人事業主の借入手続の弾力化 

（貸金業法施行規則第 10 条の 23 第 1 項第 4 号、施行規則第 10 条の 28 第 1 項

第 3号、附則第 2項） 

個人事業主による借入れ（貸金業法施行規則第 10 条の 23 第 1 項第 4 号）は

総量規制の例外であるが、個人事業主が当該借入れを行う場合について、被災

者に係る以下の特例を設ける。 

・ 貸金業者は、百万円を超える貸付けであれば、当該個人事業主の「事業

計画、収支計画及び資金計画」に照らし、顧客の返済能力を判断しなけ

ればならないが、「計画」の策定・提示が困難な被災者に配慮し、より簡

素な情報（現状等）に照らし判断すれば足りることとする（百万円以内

の貸付けの場合と同じ取扱いとする）。 

平成 23 年 4 月 28 日

金融庁
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（３）総量規制の例外とされている配偶者の年収と合算して年収を算出する場合の

借入手続の弾力化 

（貸金業法施行規則第 10 条の 23 第 1項第 3号、附則第 3項） 

自らの収入だけに照らせば総量規制に抵触する顧客（主婦・主夫等）が、自

身の年収と配偶者の年収を合算した額を基準として借入れ（合算年収の 1/3 ま

で）（貸金業法施行規則第 10 条の 23 第 1項第 3号）を行う場合について、被災

者に係る以下の特例を設ける。 

・ 当該顧客は、借入れを行う際に、配偶者との身分関係を証明する住民票

又は戸籍抄本を提出する必要があるが、その入手が困難な被災者に配慮

し、事後（六月以内）の提出で足りることとする。 

 

（４）極度額方式によるキャッシング（総量規制の枠内貸付け）の借入手続の弾力化 

（貸金業法施行規則第 10 条の 26 第 1項、附則第 4項） 

極度額方式による借入れ（＝キャッシング）を、一定額以上利用した顧客は、

源泉徴収票等の年収を証明する書面を貸金業者に提出しなければならないが、

これについて被災者に係る以下の特例を設ける。 

◎ 当該顧客は、源泉徴収票等を「二月以内」に提出しなければ、仮に極度

額に余裕があってもキャッシングが止められてしまうが、その入手が困

難な被災者に配慮し、「六月以内」の提出とする。 

 

３．施行日等 

上記のいずれも、今般の震災の被災者を対象とした時限措置（10 月 31 日まで）

とし、施行は公布の日（平成 23 年 4 月 28 日）からとする（ただし、上記（４）に

係る改正の適用については、平成 23 年１月 11 日からとする）。 

※ なお、本件の府令は、行政手続法第 39 条第 4項第 1号で定める「公益上、緊

急に命令等を定める必要があるため、手続を実施することが困難であるとき」

に該当することから、同法に定める意見公募手続（パブリックコメント）は

実施しておりません。 
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中小企業者等に対する金融の円滑化を図るための臨時措置に関する内閣府令等 

の一部を改正する内閣府令等の概要 

 
１. 趣旨  

東日本大震災の被災地域等にある金融機関が、 

①中小企業金融円滑化法の開示・報告について、被災地域の実情に応じた形で行うことで、 

②同法に基づく貸付条件の変更等に、より積極的に取り組むことができるよう、 

同法に基づく開示・報告義務の弾力化を行うもの。 

 

２. 府令等改正の概要  

（１）開示・報告の期限の猶予※（「中小企業者等に対する金融の円滑化を図るための臨時措置に関

する内閣府令（以下「中小企業金融円滑化内閣府令」）」第７条第３項から第５項及び第 10 条第

３項から第５項） 

   金融機関から、期限までに開示・報告を行うことができないとの申請があった場合、金融庁

長官等の承認により、開示・報告書提出の時期を延期できることとする。 

   ※現在、「平成 23 年東北地方太平洋沖地震による災害につい特定非常災害及びこれに対し適用すべき措置の指定

に関する法律（以下「特措法」）」によって、東日本大震災により所定の期限（45 日間以内）までに開示・報告

を行うことができない場合、６月末日までの猶予が認められているところ。 

（２）一部被災地域の営業店分の開示・報告の緩和（中小企業金融円滑化内閣府令附則第３項） 

      東日本大震災により、中小企業金融円滑化法に基づく開示・報告を行うために必要な書類の

滅失その他やむを得ない理由で開示・報告のための資料作成に支障が生じた営業店等がある場

合は、その理由を注記の上、可能な範囲で開示・報告することができることとする。 

（３）中小企業金融円滑化法に係る開示・報告における「みなし謝絶」ルールの緩和（中小企業金

融円滑化内閣府令附則第３項） 

   借り手である中小企業者等から貸付条件の変更等の申込みを受け付けた後、東日本大震災に

より、債務者と連絡を取ることが困難である場合その他やむを得ない理由のため、審査に追加

的な時間が必要となる場合には、当該借り手に係る債権の額及び件数を注記の上、「みなし謝

絶」ルール（貸付条件の変更等の申込み後３ヶ月を経過しても審査中である債権は「謝絶」と

して取扱う）の適用除外とすることができることとする。 

（４）開示・報告様式簡素化の早期適用（中小企業者等に対する金融の円滑化を図るための臨時措

置に関する内閣府令の一部を改正する内閣府令第３項） 

   東日本大震災により、中小企業金融円滑化法に基づく開示・報告に支障が生じた金融機関は、

その理由を注記の上、本年 3月 31 日の同法の期限延長に併せて簡素化した開示・報告様式（原

則６月末時点の開示・報告から適用）を、３月末時点の開示・報告から適用することができる

こととする。 

（５）他命令について 

平成 23 年５月 31 日 

金 融 庁 資料５－４－１ 
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    上記（１）～（４）について、「農水産業協同組合に係る中小企業者等に対する金融の円滑

化を図るための臨時措置に関する命令」及び「労働金庫及び労働金庫連合会に係る中小企業者

等に対する金融の円滑化を図るための臨時措置に関する命令」等においても同様の改正を行う

こととする。 

 

３. 施行日等  

  公布の日（５月 31 日）から施行することとする。 

また、開示・報告については、現在、特措法によって、６月末日までの猶予が認められており、

この規定との整合性をとる観点から、本府令等において、６月末日までのみなし承認規定を置

くこととする。 
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二重債務問題への対応方針

Ⅰ．中小企業及び農林水産業等向け対応

Ⅱ．個人住宅ローン向け対応

①再生に向けた相談窓口の設置

と公的な旧債務整理プロセス
の拡充・強化

・ 「中小企業再生支援協議会」を核とした相談

窓口体制の拡充
⇒被災中小企業者の再生を強力に後押し

・ 「中小企業再生ファンド」の新設
⇒出資や債権買取り等を含めた支援を実施

※その他、金融検査マニュアルの運用明確化、

農林水産業向け融資制度の周知等

②個人向けの私的整理ガイドライ

ンの策定等
・金融機関が、法的整理によらず、私的に行っ

た債務免除についても無税償却等が可能と
なる方策を検討

・中小の法人企業向けの更なる方策について

も検討

③再生可能性を判断する間の

利子負担の軽減等
・津波被災地など①のプロセスにおいて再生

可能性の判断をするまでに一定の時間を要
する場合、その間、中小企業の旧債務が雪
だるま式に増大し、再生を阻害することを避
ける方策を検討

①公庫等による融資制度の拡充

・ 「東日本大震災復興特別貸付」の創設
・ 「特別利子補給制度」において最大で無利子
化まで可能とする制度の創設

・ 小規模事業者が無担保・無保証で利用できる
「マル経融資」及び「衛経融資」の拡張

・ 農林水産業向け災害復旧資金の融資につい
て、一定期間実質無利子化等を措置

・ 医療・社会福祉施設向け災害復旧資金の融
資について、一定期間無利子化等を措置

②信用保証制度の拡充

・ 「東日本大震災復興緊急保証」の創設

③リース信用保証制度を始めとした

設備導入支援策の検討

④原発事故被災者への「特別支援制

度」の創設

⑤二重債務をできる限り負わずに

再出発可能な事業環境の整備

・ 共同利用施設等の復旧について国が支援
・ 中小企業基盤整備機構が仮設工場等を整
備し、中小企業等に原則無料貸出し

①住宅金融支援機構における既存ローン

の返済猶予等

②個人向けの私的整理ガイドラインの策定

③住宅再建を目指す方の負担軽減

①住宅金融支援機構による金利引下げ・

返済期間の延長

②災害公営住宅の供給

①金融機関への資本参加・

要件の緩和
・ 「金融機能強化法」及び「信用事業再

編強化法」の改正

②金融機関の無税償却等の

弾力化
・個人向け私的整理ガイドラインの策定

Ⅲ．金融機関向け対応

旧債務 新債務

旧債務

新債務

※今後、水産業を始めとした地域関連産業向

けを含め、支援の拡充を検討

資料５－５－１
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